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はじめに
2001 年に米国議会で成立したNo Child Left Behind Act（どの子も置き去りにしない法，
以下NCLBと略記する。）は，2002 年１月８日ブッシュ（George W. Bush）大統領によっ
て署名された。この法律は，ジョンソン（Lyndon Baine Johnson）大統領時代の 1965 年の










る。その根拠として，2005 年７月に公表された全米学力調査（National Assessment of
Educational Progress，以下NAEPと略記する。）の結果である，小学生の読解と数
学の学力が史上最高レベルを記録し，学力格差も縮まっている事例を挙げている。





















































州は，学校と学区が 12 年以内にアカデミックな規準に関して 100％の生徒に熟達に至ら
せるほど十分速やかに規準に適合しているかどうかを決定するために，毎年活用する適切
な年間進捗度（adequate yearly progress，以下AYP と略記する。）と呼ばれる定義を開発





















































































の法律作成者がNCLB の“熟達への 12 年”の要求の知恵を再考することを強制され，か













































































































































































本稿では，ポパム，シェーカー，ハイルマン，D. D. ジョンソン，B. ジョンソンらの見解
を考察した。
ポパムは，次のようにNCLB の問題点やその克服策を述べていた。⑴ NCLB が 12 年
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